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研究成果の概要：国際労働法の分野においてある程度市民権を持ちつつある「企業の社会的責

任」（CSR）が実定法として機能する余地はあるのかどうか、という問題意識を出発点とし、
国際公法と国内労働法の二つの観点から実態を分析し、帰納的手法を用いて CSR の法的位置
づけを行った。国際公法の視点からソフトローの一つとして、あるいはまた実定法を補完する

ものとして一定の役割を果たすと同時に危険性もはらむものであることがわかった。 
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１．研究開始当初の背景 
（１）労働法の法源として労働協約や判例が

重要であることについては異論がないが、い

わゆる企業の社会的責任（CSR Corporate 

Social Responsibility）を規定した行動要綱

（要領）に代表される法令でも判例でもない

もの、しかし、実は法的な機能をはたしてい

るものについての研究は少なかった。OECD

や ILO のような政府間国際組織も類似の行

動要綱を制定し、それらがある程度の実効性

を持つにいたっている。また、技術的な品質

管理や工場などの安全基準について ISO（国



際標準機構）を中心とした国際認証制度が確

立しているのと平行して、社会（労働）基準

についても欧米ではすでにかなり展開が見

られる（代表的なものとして SA8000）。 

（２）このような状況の中にあって、実質的

に労働基準を設定する法的文書である行動

要綱が持つ法的意義を分析する研究が日本

では今までほとんどなされていなかった。他

方 1990 年代のイギリス労働法学会において

広く議論された、新しい労使関係規律の方法

としての労働法の意義と限界（たとえば、

H.Collins 他編 Legal Regulation of the 

Employment Relation, Kluwer,2000）にお

いては、労使関係法における非法律的措置の

国内的新展開が議論されている。ただし、そ

こにおいてもOECDや ILOなどの国際文書、

またその後発展する各種国内 NGOによる活

動についての分析はなされておらず、国際法

的技法を用いた各種文書の法的意義の分析

が要請されていた。 

 

 
２．研究の目的 
（１）たとえば 2010 年に設定が予想される

国際標準化機構（ISO）による国際社会標準

（ISO26000）をはじめとするいくつかのコ

ードは、労働法の観点からも、国際法の観点

からも興味深い実体になると考えられ、それ

に代表される国際的な CSR 基準の国際法的

及び国内法的位置づけを明確にすることが

研究目的のひとつであった。それらの実体が

国内労働法と国際労働基準（主として ILO条

約）にどのような影響を及ぼすかを予測する

ことによって、その来るべき国際社会標準自

体の重要性（ないしは問題性）を明確にする

という意味があった。 

（２）さらに、主として欧米主導の国内的

NGO が現在策定している標準が中国その他

のアジア諸国に当てはめられていくことの

問題性を明らかにすることの意義は大きい。

なぜならば、技術基準と違って、労働問題を

取り扱う基準は適用される社会にゆがみを

もたらすことになりかねないからである。 
 
 
３．研究の方法 
（１）労働法体系にとって、企業が独自に設

けたり、民間団体が提示する基準を採用した

りすることがどのような意味を持つかを解

明していった。ラグマーク運動などの消費者

主導不買運動に端を発する自主的基準が労

働法に与える影響を明らかにした。 

（２）OECD の多国籍企業行動要綱と ILO

の多国籍企業三者宣言という、いわゆる勧告

的（宣言的）国際文書が実際に有する意味を

国際法法源論から分析し、どのような要件が

整った場合にそれらが実際的効果を及ぼし、

それが国際法的にどのような意味を持つか

を分析した。 

（３）この新しい法技法が世界貿易との関連

で利用されるとき（社会条項論的側面）、そ

こにはどのような問題点が存在し、新たな国

際経済紛争を発生させる危険があるかを予

見する。とりわけ経済成長が目覚しいアジア

地域における利用がどのような問題を発生

させるかということについて、台頭するアジ

ア法概念との関連で分析した。 

（４）上記の研究方法を具体的に遂行するた

め、まずいくつかの実例の分析、日本におけ

る実例の調査などを行った。国際法専攻の研

究分担者（代表者）は、OECD や ILO の各

種宣言や行動要綱などの非拘束的文書に現

れた企業の社会的責任原則の法的位置づけ

を試みた。労働法専攻の研究分担者はそれぞ

れの専門研究の中で同原則が発現する事象

を抽出し、労働法体系の中でそれがどのよう

な役割を持っているか、あるいは持ちうるか



ということを解明した。次に、資料および情

報を収集するための海外・国内出張を行った。

とりわけ韓国、東南アジアに複数回出張し、

欧米系NGOなどが展開しているCSR認証活

動を調査した。その他、海外での学会で発表

をしながら諸外国の研究者と意見交換した。

国内においても各種学会、研究会において他

の研究者と意見交換するとともに、関連の法

律事務所で CSR を扱う弁護士から情報収集

した。 

 

 
４．研究成果 

（１）初めの 2年間の研究結果として、ＣＳ

Ｒ概念に「個人が人としてもっている権利・

義務があるように、企業が法主体として持っ

ている権利・義務のうち、社会に対して履行

が要求されている義務を、企業が自発的に履

行・推進することを対外的に発表し、実施す

るもの」という暫定的定義が与えられ、その

認識の上で本研究の問題提起「企業の社会的

責任は国際法法源論にどういう影響を与え

るか」に答えるべく、最終年度は総括的研究

を行った結果、他の一般のいわゆる非拘束的

法律文書と呼ばれるものと同じ性質のもの

であることが分かった。 

（２）研究代表者が分担者として参画した基

盤研究Ｂ「国際法における立憲主義と機能主

義」（研究代表者・最上敏樹）においても、

企業の社会的責任が機能的国際組織（ILO）

の国際立法活動においてどのように位置づ

けられ、ハードローとしての国際労働基準に

どのような影響を与えているかを分析し、上

に述べたような結論を得た。他方、前年度に

研究代表者が公刊した啓蒙書（講談社新書

「労働CSR入門」）の実務界での反響が続き、

企業経営に助言を与える業務（監査法人、社

会保険労務士）の中に取りこまれる余地のあ

ることがわかり、実務界との接触の中からさ

らに非法律的文書に法源性が高まることが

明らかになった。 

（３）ILO本部における聞き取り調査の結果、

実定国際法である ILO 条約などの国際労働

基準が労働 CSR の台頭によってその地位が

脅かされつつあると同時に、利用の仕方如何

では逆に強力な補強手段になることがわか

った。 

（４）アジア諸国では一部のCSR文書が実際

的な企業の行為規範として機能しており、

CSR概念の法的分析がきわめて実践的にも

重要であることが解明された。CSR のもつ

プラスの側面、法の欠缼を補うもの（ニッチ

の法）として立法過程に一定の役割を果たし

、労働行政を補うもの（基準監督行政の補完）

というプラスの側面をもつ一方で、運用次第

では既存実定法であるところの国際労働基

準（ILO条約など）や国内労働法規範を素通

りにして、実定法基盤を揺るがしかねない危

険性を持つものということが分かった。 
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